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解明しようとする“neuroeconomics”(神経経済学)も近年発展しつつあるである(Kenning et al 2005)． 




















第 15 巻 p145-154 
Kenning Plassmann H. (2005) NeuroEconomics: An Overview from an Economic 
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3 この手段を機能に置き換えれば，センの潜在能力アプローチ(第 5 章第 1 節)に通じる． 
4 社会学でいう社会財は｢欲望の対象であるが貨幣と交換可能でなく，したがって価格もついていないが，何らかの非貨幣
的費用を支払うことなしに獲得することができない社会的資源｣である(富永 1999 p92-96)． 
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れるもの｣である．これは｢他者に志向する行為，ないし他者関連的な行為｣である(富永 1997 p74-75)． 
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7 現実の行為は，これら純粋類型との間に大小の距離があり，また多くの場合それらの混合物である(ウェーバー1973 
p39-42)． 































Kenning Plassmann H. (2005) NeuroEconomics: An Overview from an Economic 
                                                     
8 既述の社会財は後述の｢潜在的需要資源｣(特定の社会的資源)と概ね同じ概念である．整除の意味で“操作”を用いる．
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公文俊平(1988)『ネットワーク社会』中央公論社 
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第 2章  欲求の構造と生活問題 




在し (鳥居 1972 p3-46)，それを解消したいという欲求がある．人間の欲求を説明す
るのに多用されるのが，マズロー(1987 p56-74)の｢欲求階層説｣である．これによると





















                                                     
1 経済活動と消費者の欲望構造が相互に関連して変化する過程を問題にすれば，人々の価値観を内生変数とする動学的モ
デルが必要になり，経済学者のなし得る貢献は限られる(林 1996 p35-63)． 
2 覚醒として知られる脳の活性化の状態は，電気的な衝撃の形で現れるため，脳波計による観察が可能である．神経細胞
の放電が急速なほど覚醒水準は高くなる(シトフスキー 1979 p33)．そして覚醒を感じるというのは，体の活性化にとも
なって起きる精神的な現象である(アプター 1995 p28)． 
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醒水準の｢高い-低い｣であり，全体が“欲求の発現･充足メカニズム”を表わして   





5 羽生( 2010 p48-49)とアプター(1995 p30-40)の模式図を融合して作成した． 
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11 Sen(1999 p8)は being として｢栄養状態｣｢移動性｣｢帰属コミュニティへの参加状況｣などを挙げている．このうち移動
性はどの程度自由に移動できるかという状態ではあるが，同時に移動という doing の実現可能性でもあり，being と doing
の区別は厳密ではない． 
12 センはある時点で実現可能な being と doing の集合を問題にしており，その前後の両者間の関係には関心がない．し
かし脚注 11 に見るように現実，両者が独立していると考えるのには無理がある． 
13 この記述は片山(2000 p78-79)にしたがった． 
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1 本章は植野(2004)の第 2 章第 1 節，2 節の一部を抜粋し，本稿の趣旨に合わせて加筆修正した． 
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5 本稿は｢人の移動｣｢モノの移動｣｢情報の移動｣を交流と総称し，交流が活発な社会を交流社会と呼ぶ．第 8 章で詳述する． 
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6 本稿は｢人の移動｣｢モノの移動｣｢情報の移動｣を併せて交流，その実践能力を交流能力と呼ぶ．(第 8 章第 3 節) 
7 井関(1979 p16)によると，ライフスタイルは｢生活資源のある組み合せの選択｣である．本稿はそこに｢生活問題の設定｣
を加え，｢生活問題の設定とその処理における生活資源のある組合せの選択｣をライフスタイルと考える． 




子･森岡清志･佐々木 衛編)』東京大学出版会 p3-13 
森岡清美(1973)｢家族の生活構造と生活周期｣『家族周期論』培風館 p329-341 
森岡淸志(1984)｢都市的生活構造｣『現代社会学』18 号，アカデミア出版会 p78-102 





























図 4.1 人と資源の関係 








































(植野 2004 p15-18)．なお，本稿は有用な事物一般を資源と呼ぶ． 







(2)潜在的需要資源(集合 P ;R P SR R ：個人的な概念  
社会的資源のなかで，ある生活者が有用性を意識する資源である．生起する，ないし
その可能性のある生活問題に依存するため流動的な概念である．社会的資源のベクト
ルを SR ，対角成分が二値(関心あり：1， 関心なし：0)をとる，ある生活者の対角行列
をPとすると，彼の潜在的需要資源ベクトル PR は， PR = SPR となる． 
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活行動では U1 U2  R R とする． 
(5)保有資源(集合) H ;R H SR R ：個人的な概念 
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2 生活問題の処理への寄与。 































                                                     
3 0≦制御権(C)≦1 より，制御している資源は C×R である．ただ以下にあるように本稿は制御権の中でも利用権に注目
するため，例え所有権があっても利用権が他者にあれば当該資源は利用できない． 







































































































































































用権行列をC 16とすると，その保有資源ベクトル H( )R は以下のように表せる． 
                                                     
15 例え所有権があっても貸借契約で他者が利用権を有するなら所有者でも利用できない． 
16 対角行列の成分は，行と列で同じサフィックスをもつため，ii を iと略する．以下同様．  
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= 1ic 1, 2, ,q( = )i  のとき，主体 (A)が資源( ir )の利用権を完全に保有しているため，














る．何らかの対価で利用権を得る行為が，交換(第 6 章第 4 節)の基本を成す．以下で






                                                     
17 公共施設なら選挙を通じて国民は制御権をもつが，個人に割り振るとそれは極めて小さい．民間の医療や商業施設で
もオーナーが制御権を独占している． 












の相互行為であり，その協力的な発展形態として協働(第 6 章第 5 節)が成立する．副
田の｢生活水準｣は，お金や技能(保有資源)を媒介にした生活者と需要資源の関係に，同
じく｢生活時間｣は，生活行動に要する時間(保有資源)の投入パターンにそれぞれ対応
する．｢生活空間｣は｢居住空間｣として第 8 章第 1 節で改めて論じる． 























                                                     
19 Social capital の訳語は｢社会資本｣｢社会関係資本｣｢人間関係資本｣など様々あるが，本稿は社会関係資本で統一する． 
33第４章　生活行動と資源
生活行動モデルの基礎的研究







の相互行為であり，その協力的な発展形態として協働(第 6 章第 5 節)が成立する．副
田の｢生活水準｣は，お金や技能(保有資源)を媒介にした生活者と需要資源の関係に，同
じく｢生活時間｣は，生活行動に要する時間(保有資源)の投入パターンにそれぞれ対応
する．｢生活空間｣は｢居住空間｣として第 8 章第 1 節で改めて論じる． 























                                                     
19 Social capital の訳語は｢社会資本｣｢社会関係資本｣｢人間関係資本｣など様々あるが，本稿は社会関係資本で統一する． 





















































第 4節 時間資源 
本節は改めて時間資源に注目し，生活の“豊かさ”における時間の役割について考
える．1980 年代後半から 90 年代前半にかけて，豊かさ論が盛んであった．その多く
は経済的な繁栄のもとで，人々が豊かさの実感に乏しい原因を問う議論であった(飯田 















                                                     
21 一般的には賃金が上昇すると労働時間が減少し，余暇時間は増加するとされる(齋藤ほか 1977 p11-13)． 
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用を最大にする商品の組み合わせを選択する．U を効用， ix を市場で購入される商品，
iPをその価格，Y を名目所得とすれば消費行動は次式で与えられる． 
1
max U( ), s. t . (5.1)
n
1 n i i
i
U x ,......,x p x Y














れる(林 1996 p35-63)．富永(1999 p86-92)は，この仮定の背後に｢利己主義基準｣があ
るとし，それが他者の存在を問わない消費理論を生み出したと指摘する．しかし現実
                                                     
1 本節の｢1.1 経済学的アプローチ｣｢1.2 発展的アプローチ｣は植野(2004) の第 3章第 1節の一部を本稿の趣旨に合わせ
て加筆修正した． 



























ここで， ix は家庭財 iを生産するために投入される商品のベクトル， iT は同じく家庭労
働時間のベクトルとすると，家庭財の生産関数は商品と時間の関数として次式で与え
られる8． 
( , ) (5.2)i i i iZ f x T  
家庭はこれらの投入によって，m 種類の家庭財 iZ を生産するためのm 個の生産関数
( 1,2, .... , )if i m をもつ．このとき効用関数は家庭財の関数として与えられる． 
1,U( , ...., ) (5.3)mU Z Z  
式(5.2)より iZ は ix と iT の関数なので式(5.3)はつぎのように表される． 
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また，1 日の総時間をT とすると家庭内生産に投入できる時間 cT は， 
                                                     
6 複数の行為主体の間で接触や身振り，言語など様々な記号や象徴を介し，直接的，間接的に各々の行為者の行為が互いに
相手側の反応を呼び起こす刺激として作用し合い，交互に作用，反作用として対応しながら展開する社会的行為のやりと
り(森 1993 p 907)． 
7 消費経済学でも二つの研究領域が存在する．一つは｢個人的消費｣，これは購買活動ないし取引過程を対象にする領域で
ある．もう一つは｢生産的消費｣，これは材料を加工して家庭財を生み出すこと，つまり家庭労働に該当する領域である．
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ことである．ここで商品に働きかける水準 k の活動を kW ( 1, 2, ..,k m )，商品 jの使用
量を jX ( 1, 2, ..,j n )とし，両者の間に線形関係を仮定すると次式が成り立つ． 
1
(5.8)mj jk kkX a W   
ここで， jka は水準kの活動に必要な商品 jの使用量である．ベクトルと行列表示を用
いると，全商品と活動の関係は次式で与えられる． 
                                                     
9 第 3 章の生活構造論で使用される“整序”を包摂する概念である． 
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(5.9)X AW  
                         
つぎに機能 iを iZ ( 1, 2, ..,i l )とし，活動水準との間に同じく線形関係を仮定すると， 
1
(5.10)mi ik kkZ b W   
ikb は水準kの活動が生み出す第 i機能である．式(5.9)と同様の表示を用いると， 
(5.11)Z BW  
以上からこのモデルの消費行動は次式に集約される． 
( ) ; ; ; , , (5.12)max , s. t .U    TZ p X Y Z BW X AW X Y Z 0     
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チを数学的表記(Sen 1999 p6-11， Kuklys 2005 p10-12)で紹介しつつ，その解釈およ
び生活行動との関係を論じる． 
x  ：ある人が使用する財ベクトル(含む非市場財) 
X：彼が保有する使用可能なすべての財ベクトルの集合， x X  
これは彼が保有する財の一部が使用されることを表わす．つまり，保有資源のうち
特定された問題の処理に必要な資源だけを使用する，という生活行動に該当する． 
( )cc x ：財の特性ベクトル 
























( ( | , , ) )i s ef c z z zb x ：活動と状態(機能：functionings)のベクトル 
( )f  ：財の特性ベクトルから機能ベクトルを生み出す際に，実際に使用できる財の組
合せの一つを反映した彼の利用関数 
F：実際に選択可能な利用関数の集合， ( )f  F  
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( )f  ：財の特性ベクトルから機能ベクトルを生み出す際に，実際に使用できる財の組
合せの一つを反映した彼の利用関数 
F：実際に選択可能な利用関数の集合， ( )f  F  














                                                     
11 Becker の“家庭労働”や Lancaster の“商品への労働”と概ね同じ概念である．しかし彼らはそれを関数の形で表
現するのに対し，本稿は明示的に“資源操作”と呼び，それを構成する“操作用資源”と“操作対象資源”を陽表的に扱
うところに特徴がある． 
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( )v  ：機能ベクトルbの価値を測る評価関数 
V：評価関数の集合 
評価関数を所与とするとき，彼が達成できる福祉の評価は次式で与えられる． 
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13 この資源保有を与件とする点について，荒巻(2008)は財(資源)の獲得において他者との間で生じるゲーム的状況が完
全に無視されていると述べ，潜在能力アプローチの重大な欠陥と見なす． 


































                                                     





































































































項目評価 ( , )i j から成る集合Pを以下のように定める． 
  (5.15)( , ) | ,i j i m j n      1 1P N N  
( )  を，Pを定義域とし区間[0,1]に値をとる関数とする．このとき ( , ) iji j a  で与え
られる ija を項目評価 ( , )i j の“評価値”と呼び，生活の i領域を j項目で評価した値と
考える． ija を成分とする ( , )m n 型の行列をLとし，“生活状況行列”と呼ぶ．そして i
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領域を構成する資源ベクトルを ir とすると，j項目で ir を評価した評価値が ija である．
評価関数を N( | )ij  E とすると， N( | )ij iija  r E となる．この表記は， ija がその時々
の環境 N )(E の影響を受けることを表わす．領域を構成する資源は属人的18で，その評
価が主観によるため， ija は主観的な概念を数値化したものである．定義から 10 ija 









   











を lとする．このとき生活状況を構成する資源行列 LR は，( , )m l 型の行列として以下の



















ijaを下方閾値とし，問題のない状態を , , ij iji j a a  で表わすと，問題発生の条件は次
式で与えられる． 
, = 1,2, ,m = 1,2, , n (5.18), ;ij iji j jia a     
この問題の処理は閾値を超えるまで ija を改善することであるが，詳細は本章第 3 節




いう“環境適応”(羽生 2010 p94-96)，あるいはセン(2000 p35)の指摘する現状への
妥協が考えられる．Frey et al(2002 p11-13)が述べるように，主観的な幸福は個々人
が社会化され，現実に生きている社会環境に大きく依存しており，その重要な心理学的
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18 資源の種類としての“店舗”は共通でも，各人が実際に利用する店舗はそれぞれに異なる． 
19 本稿では，不快を修復的問題に関わる内的緊張状態，不満を発展的問題に関わる内的緊張状として両者を区別する． 


















の問題は第 6 章で改めて論じる． 
現代の経済理論では，効用は満足や快楽という実体をともなった概念から選好概念へ
と大きく乖離したが， 近年は幸福の観点から改めて効用に実体をもたせる動きが生じ





第一は， ija の値に反応する情動に近い評価である． ij ija a  のときは快や満足を感
じ， ij ija a  のときは不快や不満を感じる．それ故，処理後の評価値を *ija とすれば，
*ij ija a  が達成されると，不快や不満はそれぞれ快，満足に転じる．このように第一
の評価は一時的で不安定な評価である．第二は，ある時点( t t 1 )から現在( t t 2 )まで
                                                     
















である．平均的な評価値を ija と置くと式(5.19)が成り立つ22． ija の閾値を ija  と置く
と， ij ija a  のとき，生活者は i領域の j項目に問題を知覚し，その事態を解消しようと
する動機が生まれる． 





第三は，上記の評価が総合された領域ごとの評価である．i領域の評価値を ib ，環境 NE
に依存した i領域の評価関数を N( | E )i  ， ( )ij ta の 軽 重 を 反 映 す る 重 み を  
( )ijij ww  0 1 とすると，ある時点での i領域の評価値は次式で与えられる． 
N( , , | E ) (5.20)i i i i in inw a w ab  1 1  
ib は自身で行う生活領域の評価値，あるいは生活領域の満足調査で回答する評価値に
該当する．例えば“買い物”領域や“医療サービス”領域の満足度である．自己の経
験だけでなく，要求水準や将来の展望，他者との比較にも影響される(Frey et al 2002 
p4-6)．それが環境 NE として式(5.20)に含まれる．要求水準や将来の展望は内部環境
に，他者の評価水準は外部環境に含まれる．こうした複雑さゆえに，問題( ij ija a  )
が直ちに処理対象にはならない． ib の閾値を ib と置くと， i ib b  のとき，生活者は i
領域に不満を覚え， ij ija a  の事態を解消する動機が生じる．このとき，はじめて ija







                                                     
22 ある出来事の評価は，主にその出来事の中で経験した最高の感情と最後の感情を基礎にしており，出来事全体を通じた
感情経験の平均や総量ではないという報告もあり(OECD p30)，式(5.19)の仮定はさらに検討の余地がある． 
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22 ある出来事の評価は，主にその出来事の中で経験した最高の感情と最後の感情を基礎にしており，出来事全体を通じた
感情経験の平均や総量ではないという報告もあり(OECD p30)，式(5.19)の仮定はさらに検討の余地がある． 
23 幸福という概念には二つの対極，即ち｢主観的幸福｣と｢客観的幸福｣がある(Frey et al 2002 p4-6)．前者は意識調査で
把握できる心理学的な尺度によって，後者は脳波の測定を中心とする生理学的な尺度によって，各々幸福水準が計測され
る．本稿はこの幸福を生活の満足と解釈し，心理学的な尺度による主観的な満足評価を考察の対象にする． 
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図 5.1 は『平成 23 年度国民選好度調査』(内閣府)の結果である．他者との比較や過
去の自己との比較よりも，要求水準と将来への見通しがより重視されている．幸福感
に近い生活の満足でも，類似の傾向にあると推測される．ここで生活の総合評価値を S
とし，環境ベクトル NE に依存する関数 N( | E )  を介して，Sが各領域の評価値 ib で
決定されるとすると，Sは式(5.21)で表される． Sの閾値を S  と置けば，S S  のと
き，生活者は生活全体に満足であるか不満はなく，S S  のときに不満を覚える．後
者の場合，いずれかの領域に不満があるため，該当領域の評価値を改善できれば不満は
緩和ないし解消される． 







余暇生活｣の満足度は生活行動の評価である．表 5.1 は 2014 年度の結果である．これは
個々の生活者(6，254 人)が答えた満足度の認知的評価(5 段階)を集計したものである． 
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満足 まあ満足 やや不満 不満
どちらとも
言えない 分からない 計
生活全体 9.3 60.0 21.0 6.3 2.9 0.5 100.0
所得･収入 5.9 38.8 37.4 16.7 0.8 0.4 100.0
資産･貯蓄 4.5 32.8 40.8 19.4 1.6 0.9 100.0
耐久消費財 13.2 57.7 21.5 5.9 1.2 0.5 100.0
食生活 22.4 64.0 10.9 2.2 0.4 0.1 100.0
住生活 22.4 56.2 16.6 4.3 0.3 0.2 100.0
自己啓発･能力向上 7.5 51.7 29.5 5.6 3.9 1.8 100.0
レジャー余暇生活 11.5 47.5 29.1 9.3 2.2 0.4 100.0
表5.1　生活全体と生活領域の満足水準の分布
注）内閣府『国民生活に関する世論調査2014』をもとに筆者作成  
回帰係数 標準誤差 t値(683) p値
定数項 0.192 0.050 3.849 0.0001
所得・収入 0.255 0.028 9.032 0.0000
資産・貯蓄 0.123 0.032 3.857 0.0001
耐久消費財 0.159 0.030 5.313 0.0000
住宅 0.132 0.024 5.398 0.0000
レジャー余暇生活 0.288 0.024 12.092 0.0000
赤穂市ダミー 0.094 0.070 1.349 0.1779
小野市ダミー 0.045 0.070 0.642 0.5208
龍野市ダミー 0.053 0.069 0.777 0.4376
調整済R^2 標準誤差 F値(8, 683) p値
0.602 0.653 131.920 0.0000
表5.2　　生活全体の満足評価の回帰分析結果
注1）ダミーの参照都市は洲本市
注2）分析データの出典: 植野(2003)  
植野(2004)は，兵庫県の 4 都市を対象に行った『生活の実態調査』のデータを用いて，
N( | E )  に線形関数を仮定し，｢食生活｣｢自己啓発･能力向上｣を除く領域の満足度を
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満足 まあ満足 やや不満 不満
どちらとも
言えない 分からない 計
生活全体 9.3 60.0 21.0 6.3 2.9 0.5 100.0
所得･収入 5.9 38.8 37.4 16.7 0.8 0.4 100.0
資産･貯蓄 4.5 32.8 40.8 19.4 1.6 0.9 100.0
耐久消費財 13.2 57.7 21.5 5.9 1.2 0.5 100.0
食生活 22.4 64.0 10.9 2.2 0.4 0.1 100.0
住生活 22.4 56.2 16.6 4.3 0.3 0.2 100.0
自己啓発･能力向上 7.5 51.7 29.5 5.6 3.9 1.8 100.0
レジャー余暇生活 11.5 47.5 29.1 9.3 2.2 0.4 100.0
表5.1　生活全体と生活領域の満足水準の分布
注）内閣府『国民生活に関する世論調査2014』をもとに筆者作成  
回帰係数 標準誤差 t値(683) p値
定数項 0.192 0.050 3.849 0.0001
所得・収入 0.255 0.028 9.032 0.0000
資産・貯蓄 0.123 0.032 3.857 0.0001
耐久消費財 0.159 0.030 5.313 0.0000
住宅 0.132 0.024 5.398 0.0000
レジャー余暇生活 0.288 0.024 12.092 0.0000
赤穂市ダミー 0.094 0.070 1.349 0.1779
小野市ダミー 0.045 0.070 0.642 0.5208
龍野市ダミー 0.053 0.069 0.777 0.4376
調整済R^2 標準誤差 F値(8, 683) p値
0.602 0.653 131.920 0.0000
表5.2　　生活全体の満足評価の回帰分析結果
注1）ダミーの参照都市は洲本市
注2）分析データの出典: 植野(2003)  
植野(2004)は，兵庫県の 4 都市を対象に行った『生活の実態調査』のデータを用いて，
N( | E )  に線形関数を仮定し，｢食生活｣｢自己啓発･能力向上｣を除く領域の満足度を
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て，また時が経つに応じてそれをきめ細かくしていく作業が必要になる(ブラットマン 1987 p3-5)． 
30 目標が複数ある場合に｢欲求の強さ×手段の容易さ｣を目標決定の基準とする考え方がある(鳥居 1972 p3-46)． 
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31 情報処理能力の限界から，反復的に生じる欲求の処理はルーチン化して計画作成の負担を減らす．欲求が低次である
ほどルーチン化しやすい． 











には，閾値 ija  に対して ij ija a  となる項目評価 ( , )i j を減らして当面の不快や不満を
解消し，それを通じて中長期的に i領域の評価値 ib ，さらに生活の総合評価値Sを高め
ることを目指す．いま 1 人の生活者に注目する．閾値 ija  を下回る評価値をもつ項目
評価 ( , )i j の部分集合 LBP を与えられた ija  ( ija  0 1)に対して， 
 ( , ) | (5.22)ij iji j a a   LBP P  
と表わす．このとき， LBP から処理対象となる項目評価 ( , )i j の部分集合 sLBP を特定す
る関数を ( )d  とする．即ち， ( )s d LB LB LBP P P である．以下，( ) si, j  LBP に対して，
( , ) siji j a  と記す．ただし，選択可能な特定関数の集合をDとすると， ( )d  Dであ
る．この表記は生活者が“納得基準”(本章第 4 節)のもとで，関数の集合から状況に
応じて納得のいく関数を採用することを表わす33．彼の保有資源ベクトル34を HR ，こ
こから利用資源ベクトル( UR )を特定する対角行列をX とする．さらに選択可能な対
角行列の集合をEとすると， X Eである．X の対角成分を ( )i ix x 0 1 とすると，
式(4.1)より， 




0 q q q q q q
x c r x c r
x c r x c r
    
                  
  R XR  
UR から操作用資源ベクトル U1R を特定する対角行列をY とし，選択可能な対角行列
                                                     
32 吉田松陰の名言に｢かくすれば かくなるものと知りながら やむにやまれぬ大和魂｣がある．意訳すれが｢理性的に考
えれば，自分の意図する行動が難問を引き起こすことは十分予想できる．しかしそれでもやらざるを得ないと思うのが大
和魂である｣となる．この不合理を承知で実践する行動の駆動力は，理性でも欲望でもなく気概であり，それが大和魂で表
現されている．これは納得基準(本章第 4 節)に依拠した行動の典型である． 
33 これは｢潜在能力アプローチ｣(第 5 章第 1 節)の考え方に倣っている． 
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の集合をFとすると， Y Fである．さらに二値の対角成分を {0, 1}iy  とすると，式
(5.25)より， 




0 q q q q q q q q
y x c r y x c r
y x c r y x c r
    
                  
  R YR  
つぎに操作対象資源ベクトルを U2R とすると， 




(1 )q q q q q q q q q q q
x c r y x c r y x c r
x c r y x c r y x c r
      
                        
  R R R  
U1R の成分から操作関数 ( )i  を形成する関数を ( )ig  とし，選択可能な形成関数の集
合を iG とする．このとき， ( )i ig  G であり， 
N U1( ) )| (i ig  E R 35， (5.2 )i m= 1,2, , 8   
U2R の成分から追加的な操作対象資源ベクトル( ir )を形成する関数を ( )ih  とし，選
択可能な形成関数の集合を iH とする．このとき， ( )i ih  H であり， ir は， 
U2( ) ( , , ) ( . )i i ii lrh r    1 5 29Rr   
さらに既存の操作対象資源ベクトルと追加的な操作対象資源ベクトルをそれぞれ  
ir ，操作条件を成す環境ベクトルを NE とすると，処理後の資源ベクトル *ir は， 
*
N N( , | ) ( , , ; , , | ) (5.30)i i i i i i il i ilr r r r       1 1E Er r r  
したがって資源操作によって達成された評価値 *sija は次式で与えられる． 
 N N* * 1 1( | ) ( , , ; , , | ) (5.31)s s sij ij i ij i i il i il ij ijr r r ra a a        E Er  
s
ija は処理の効果，つまり評価値の増分である．これを成分とする ( , )m n 型行列が効
果行列であり，それを sija = ( )L と表せば，処理後の生活状況( *L )は以下で与えら
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U2R の成分から追加的な操作対象資源ベクトル( ir )を形成する関数を ( )ih  とし，選
択可能な形成関数の集合を iH とする．このとき， ( )i ih  H であり， ir は， 
U2( ) ( , , ) ( . )i i ii lrh r    1 5 29Rr   
さらに既存の操作対象資源ベクトルと追加的な操作対象資源ベクトルをそれぞれ  
ir ，操作条件を成す環境ベクトルを NE とすると，処理後の資源ベクトル *ir は， 
*
N N( , | ) ( , , ; , , | ) (5.30)i i i i i i il i ilr r r r       1 1E Er r r  
したがって資源操作によって達成された評価値 *sija は次式で与えられる． 
 N N* * 1 1( | ) ( , , ; , , | ) (5.31)s s sij ij i ij i i il i il ij ijr r r ra a a        E Er  
s
ija は処理の効果，つまり評価値の増分である．これを成分とする ( , )m n 型行列が効
果行列であり，それを sija = ( )L と表せば，処理後の生活状況( *L )は以下で与えら
                                                     
35 大熊(1974)の生産的消費や Becker(1965)の家庭労働の概念に相当する．ただし，この関数は資源操作の能力であり，
その構成要素である知識，技能，体力等が利用資源の一部であることを本稿は陽表的に記述する． 
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36 進化生物学によると，自己利益を全く考えない種が進化できないのと同様に，自己利益しか考えない種もまた進化でき
ない．そのため，記述的研究では，人にも自己利益の最大化以外に何らかの生得的な仕組みがあるのではないかと考える





































                                                     
36 進化生物学によると，自己利益を全く考えない種が進化できないのと同様に，自己利益しか考えない種もまた進化でき
ない．そのため，記述的研究では，人にも自己利益の最大化以外に何らかの生得的な仕組みがあるのではないかと考える



















































( ,i ir r )を操作 N( , )i i i  E|r r して(行為)，原因 *ir をつくり出し，つぎにその原因 *ir が




































( ,i ir r )を操作 N( , )i i i  E|r r して(行為)，原因 *ir をつくり出し，つぎにその原因 *ir が






















                                                     
39 潜在能力アプローチは，目指す山頂への到達の成否には関心があっても，それを原因とする心的営為が生み出す効用に
は関心がない． 




























ある (友野 2006 p113-117)．つまり，処理の評価は，生活者が参照点として何を置く
かで変化することを意味する．これは様々な満足評価が要求水準に依存するという日








(友野 2006 p116-117)． 
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N( | )  E の選択において自由度が高ければ，第一，第二，第三の条件は満たされる．ま
た，資源操作と効果の関係を次回の処理行動に活かすことができれば，第四の条件も満
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り得ない．こうした状況下で利他的行動を支える原理が｢間接互恵性｣である(真島ほか 2005)．  
 









































































































































































                                                     







木 2010 pp18-29)を超えており，より広い生活行動に包摂されると考えられる． 
8 閉鎖的資源は居住地に付随した資源．地域外の住民は利用が難しく，地域内の住民は利用を強いられる社会的資源で，
住環境，地域コミュニティ，行政サービスなど．開放的資源はどこに住んでいても必要なアクセス費用を負担すれば利用
できる社会的資源で，雇用機会や高等教育，レジャー･商業施設など．(第 8 章第 5 節参照) 
9 社会的コミュニケ－ションは，記号を媒介とする複数の人間間の相互作用であり，人と人を結びつけ，協力，分業，あるい














































































































































第 4節 社会的交換 
4.1 考察 
コールマン(2004 p55-56)は，行為の社会システムの最小要素として，相手が関心を
抱く資源を制御している二人の主体を措定する．いま彼らを行為者 1A ， 2A とすると，
1A が処理すべき問題を特定し，その処理に 2A の保有資源の一部を必要とすれば，そ
の資源は 1A の需要資源となり， 1A に交換への動機が生まれる．この行為者が 2A で
も， 1A ， 2A 双方でも同様である．資源の名称は状況依存的である．相手の保有資源に
関心がなければ，それは社会的資源に過ぎない．関心があるか，ないしは必要とするか







































































































第 7 章第 3 節で改めて論じる． 
4.2 交換モデル 
ある問題の処理を企図する生活者A ,A1 2に注目する．以下の表記は第 5章第 3節に
従うが，両者の区別を必要とする場合は表記に添字 1，2を付加する．A1 の保有資源ベ
クトル(第 4 章第 2 節)を H1R とし，他方，社会的資源から当該処理に必要な資源11を特
定する対角行列を 1Pとする．このとき，A1 の必要資源ベクトル N1R は以下で表される． 
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p r p r
p
rp p r
                        
  R PR  
したがって，需要資源ベクトル D1)(R  は， 
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ここで， 1 1 1, ,( )k k k qp c   のとき， 1 1( ) 0k k kp c r  ，つまり 1A はk 番目の保有資源
に不足があり， 1 1( )k k kp c r が交換の需要になる．逆に 1 1k kp c のとき， 1 1( ) 0k k kp c r  ，
つまり k 番目の保有資源に余裕があり， 1 1( )k k kc p r の一部は需要資源を獲得する対価
として使える． 
もう一人の生活者 2A を考え， 1Pに代えて 2P を用いて同様の操作を行うと以下の関
係が得られる． 
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p r p r
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rp p r
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  R R R  
したがって， 2 2k kp c のとき， 2 2( )k k kp c r が交換の需要になり， 2 2k kp c のときは， 
2 2( )k k kc p r の一部が交換の対価になる． 
いま 2 種類の資源 ,i j に関して， 1 2A ,A の間で“欲求の二重の一致”が成立すると
する．このとき両者の行動は，   
1 1 1 1
1
1 1 1 1
1
2 2 2 2
2
2 2 2 2
2
1) A ,
A ( ) ( )
2) A ,
A ( ) ( )
i i j j
i i i j j j
j j i i
j j j i i i
p c p c
c p r c p r
p c p c
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i i j j
j j i i
p c p c











( )( ) 0 (6.5)i i j jp c p c    
このとき交換前の双方の第 ,i j 保有資源ベクトルを以下のように表す． 
1 2( , ), ( , ) (6.6)i i j j i i j jc r c r c r c r 1 1 2 2R R  
両者は交渉の末，双方の無差別曲線が接する点で合意して交換を行う．このとき交







( , ) (6.7)
( , ) (6.8)
i i i j j j
i i i j j j
c r r c r r










このとき 1A にとっての交換比率 ER は， 
* *
ER = / (6.9)j ir r   
交換はパレート最適点で行われるため，交換によって双方が資源不足を解消できる保
証はない． 1 2A ,A の余裕のあった資源の必要最小量を各々 ,
m m








i i i i j j j
m
i i i j j j j
c r r r c r r
c r r c r r r
 
 
   







態は当初より改善される．つまり， 1 2A ,A の資源の有用性を 1 2U , U と置くと次式が成
り立つ． 
* *
1 1 1 1 2 2 2 2U ( ) > U ( ), U ( ) > U ( )R R R R  
社会的交換では市場価格がないため，交換比率 ER は双方の交渉力に依存する．生活行
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性を尊重すると考える．交換前後における第 ,i j 保有資源の有用性の改善を以下のよ
うに表す． 
* *
1 1 1 1 2 2 2 21 1U =U ( ) U ( ), U U ( ) > U ( )   R R R R  
 
このとき 1 2A ,A は交換の互恵性として各々以下のような条件を必要とする．    1 1 1 2 2 2 2 1A U E U , A U E U   から見て： から見て：? ?  










A U E U (6.10)
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しい社会関係を創り出す(林(進) 1990 pp5-6)． 
 では協働行為の成立要件は何か．一つは問題共有の可否である．同じ生活領域に問
題を抱える生活者が，必ずしも問題を共有しているわけではない．なぜなら多くの場
                                                     
12 社会学辞典は協働をある種の関係としているが，本稿は行動と捉え協働行為との区別はしない． 
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5.2  協働モデル 
任意の二人の生活者，A ,A1 2に注目し，二人の各分業 1単位と協業 1単位から成る協
                                                     
13 この場合，利用権に効力はなく，所有権に裏づけされた制御権が効力をもつ． 
14 開放的資源はどこに住んでいてもアクセス費用を負担すれば利用できる社会的資源．雇用機会や高等教育，レジャー･
商業施設など．(第 8 章第 5 節) 
15 閉鎖的資源は，居住地に付随した資源で，域外の住民は利用が難しく，域内の住民は利用を強いられる社会的資源．住環

































5.2  協働モデル 
任意の二人の生活者，A ,A1 2に注目し，二人の各分業 1単位と協業 1単位から成る協
                                                     
13 この場合，利用権に効力はなく，所有権に裏づけされた制御権が効力をもつ． 
14 開放的資源はどこに住んでいてもアクセス費用を負担すれば利用できる社会的資源．雇用機会や高等教育，レジャー･
商業施設など．(第 8 章第 5 節) 
15 閉鎖的資源は，居住地に付随した資源で，域外の住民は利用が難しく，域内の住民は利用を強いられる社会的資源．住環
境，地域コミュニティ，行政サービスなど．(第 8 章第 5 節) 
16 広域公園と児童公園の清掃活動を例にとると，前者は開放的資源で利用者は多いものの，一般に維持管理の当事者意識
は低い．後者は閉鎖的資源で利用者は少ないものの，その多くは顔なじみであり，一般に当事者意識は高い． 
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働を想定して以下の議論を進める．記号の表記は第 5 章第 3 節に従い，両者の区別を
必要とする場合は添字 1，2 を付加する． ( , )i j の集合Pの定義(式 5.15)をA ,A1 2に適





( , ) | ( . )
( , ) | ( . )
ij ij
ij ij
i j a a





1 1 1 1





































ここで， 1( ) si, j  LBP に対して ( , ) siji j a  11 ， 2( ) si, j  LBP に対して ( , ) siji j a  22 と表
記する．このとき両者が処理対象となる評価を共有する条件は， s s  1 2LB LBP P であ
り，したがって，共有する評価の集合を cLBP と表すと次式が成り立つ． 
 
( .16)c s s 1 2 6LB LB LBP P P  
ただし，( ) ci, j  LBP に対して ( , ) cc iji j a  と表記する．つぎに，A ,A1 2にとって処理
対象の評価に関わる i領域の資源ベクトルをそれぞれ ,i is s1 2r r ( , , , )i m 1 2 とする．
両ベクトルの成分を要素とする集合をそれぞれ s1B ， s2B と置けば，A ,A1 2が当該問題
に関わる資源を共用する条件は， s s  1 2 となる。B B このとき，共用する成分で構成
される資源ベクトルを i
cr とすると，A ,A1 2は各々の保有資源を用い，分業と協業によ
って， i
cr の改善を行う． 
A ,A1 2の保有資源ベクトル17を H H,
1 2R R とすると，改善に利用する両者の資源ベク
トルは式(5.25)より各々， 
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U H ( . )
q q q q q q
x c r c x r
x c r c x r
    
          
        
  
1 1 1 1
1 1 1 1 1 1
1 1
1




R X R  
U H ( . )
q q q q q q
x c r c x r
x c r c x r
    
          
        
  
2 2 2 2
1 1 1 1 1 1
2 2
2




R X R  
 
このとき両者が処理対象の共用資源の改善に利用できる資源の総体は， U U1 2R R で
ある．A ,A1 2がこの資源をどのように配分するかが，協働のパターンを決定する．そ
れを調べるため，二値(0，1)の対角成分をもつ 2 つの対角行列， ,D D1 2を定め，A ,A1 2が
利用する資源を U U,






   
       











( )q q q q q q q
c d x c d x r
c d x c d x r

      
  

1 1 1 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1
1 2
1 2
1 1 1 2 2 2
6 19R D R D R  
 
 
U 1 U 2 U
( ) ( )
( ) ( ) ( . )
( ) ( )q q q q q q q
c d x c d x r
c d x c d x r

    
      
     

1 1 1 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1
1 2




R I D R I D R  
ここで， U U,
 R R の第 i成分に注目し，各々を ,i ir r1 2 と置くと，  
 
( ) ( . )
( ) ( ) ( . )
i i i i i i i i
i i i i i i i i
r c d x c d x r
r c d x c d x r
 
   
1 1 1 1 2 2 2
2 1 1 1 2 2 2
6 21
1 1 6 22
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( ) ( ) ( . )
( ) ( )q q q q q q q
c d x c d x r
c d x c d x r

    
      
     

1 1 1 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1
1 2




R I D R I D R  
ここで， U U,
 R R の第 i成分に注目し，各々を ,i ir r1 2 と置くと，  
 
( ) ( . )
( ) ( ) ( . )
i i i i i i i i
i i i i i i i i
r c d x c d x r
r c d x c d x r
 
   
1 1 1 1 2 2 2
2 1 1 1 2 2 2
6 21
1 1 6 22
 
 
,i id d1 2の組合せによって，A ,A1 2の資源利用パターンは以下のようになる． 
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① i id d 1 2 1  
このとき， ( ) ,i i i i i i ir c x c x r r  1 1 1 2 2 2 0となる．A2は自身の第 i資源の利用権をA1
に委譲し，A1 は双方の資源を単独で利用する．分業の一般的な形態である．利用資源
の有用性をU ,U1 2とすると，次式が要請される． 
 U > U ( )+ U ( ) (( ) . )i i i i i i i i i i ic x c x r c x r c x r1 1 2 2 11 221 21 6 23  
② i id d 1 2 0  
このとき， , ( )i i i i i i ir r c x c x r  1 2 1 1 2 20 となる．A1 は自身の第 i資源の利用権をA2
に委譲し，A2は両者の資源を単独で利用する．①と逆方向の分業である．この場合，
次式が要請される． 
 U > U ( )+ U ( ) (( ) . )i i i i i i i i i i ic x c x r c x r c x r1 1 2 2 12 221 21 6 24  
③ ,i id d 1 20 1  
このとき， ,i i i i i i i ir c x r r c x r 1 2 2 2 1 1 となる．両者は自身の第 i資源の利用権を委譲し
合い，各々は委譲された資源を単独で利用する．交換による特殊な分業である18．この
場合，次式が要請される． 
U ( ) U ( ) U ( ) U ( ) ( . )i i i i i i i i i i i ic x r c x r c x r c x r  2 2 1 11 2 1 21 1 2 2 6 25  
④ ,i id d 1 21 0  
このとき， ,i i i i i i i ir c x r r c x r 1 1 1 2 2 2 となる．両者は単独で自身の第 i資源を利用する．
分業も協業もない．しかし両者にとって資源の有効利用を求めた結果であり，ここで
は保有資源の再配分を要しない分業と見なす．この場合，次式が要請される． 
   
 
U ( ) U ( ) U , U ,
U ( ) U ( ), U
( ) ( )
.( ( ))
i i i i i i i i i i i i i i i i
i i i i i i i i i i i
c x r c x r c x c x r c x c x r





1 2 1 2
1 2 1
1 1 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2
2 2 1 2
2
1 1 1 2 6 26
 
⑤ ,i id d1 2が任意の値 
( )i i i i i i ir r c x c x r  1 2 1 1 2 2 となり， ,i id d1 2の影響を受けない．つまり，両者は自身の
第 i資源を持ち寄り，共同で資源を利用する．本稿でいう“協業”である．この場合の
利用資源の有用性をU12 とすると，次式が要請される． 






s s s (6.23)
s s s (6.24)
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 U > U ( )+ U ( ) ( . )( )i i i i i i i i i i ic x c x r c x r c x r1 1 2 2 11 2211 22 6 27  
以上から両者の利用資源ベクトル， U U,
1 2R R に式(6.23)，式(6.24)，式(6.25)，式(6.26)
のいずれかを満たす資源が含まれていれば，その資源に関して分業が成立し，式(6.27)
を満たす資源が含まれていれば，その資源に関して協業が成立する． 





UR (①，③，④)，A2が利用する資源ベクトルを 2sUR (②，③，④)で表わす．さらに協
業利用パターン，つまり式(6.27)が成立する資源を成分とするベクトルを“協業資源ベ




U U U U U ( . )   1 2 6 28R R R R R  
つぎに， 1s 2sU U,R R を操作用資源ベクトルと操作対象資源ベクトルに分ける．
,i id d1 2の実現値によって，両ベクトルの成分が異なるため，ケース(①～④)ごとに異
なる演算式が必要になる．そこで式(6.19)，式(6.20)と同様， ,i id d1 2をそのまま用いて，
1s 2s
U U,R R を合成した以下のベクトル U U, R R を作成する．このとき両ベクトルの
各々の成分はどのケースでも同じになるため，統一した演算が可能になる． 
1s 2s
U U U ( . )
  1 2 6 29R D R D R  
1s 2s
U 1 U 2 U( ) ( ) ( . )







i i i i i i
q q q q q q q q
c d x c d x y r
c d x c d x y r

    
  

1 1 1 2 2 2 1
1 1
1
1 1 1 2 2 2 1
6 31R YR =  
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1 1
1
1 1 1 2 2 2 1
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( ) ( )
( . )
( ) ( )
i i i i i i
q q q q q q q q
c d x c d x y r
c d x c d x y r

      
     

1 1 1 2 2 2 2
1 1
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( )( )q q q q q q q q
c d x c d x y r
c d x c d x y r






1 1 1 2 2 2 1
1 1 1 1 1 1 1 1









( ) ( ) ( )
( . )
( ) ( ) ( )q q q q q q q
c d x c d x y r
c d x c d x y r

       
      
 
1 1 1 2 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1 1





R R R  
したがって，A ,A1 2の操作関数はそれぞれ， 
1 2
N U1 N U2( | ) ( ) , ( | ) ( )i i i ig g    1 1 22 21E R E R  
同じく追加的な操作対象資源ベクトルはそれぞれ， 
1 2
U2 U2) ,( )(i ii ih h  1 21 2r R r R  
そして両者の分業による処理後のベクトルはそれぞれ， 
* *
N N( , | ), ( , | )
c c
i i i i i i i i    1 1 1 1 2 2 2 2E Er r r r r r   






( )q q q q q q
c x c x y r
c x c x y r
     
  

1 1 2 2 12
1 1 1 1 1 1
12
12
1 1 2 2
















( )( )q q q q q q
c x c x y r
c x c x y r
      
   
 
1 1 2 2 12
1 1 1 1 1 1




R R R  
したがって，協業の操作関数，および追加的な操作対象資源ベクトルはそれぞれ， 
12
N N U1( | , ) ( )i ig  1 212 12E E R ， 12U2 )(i ih  11 22r R  
この協業による処理結果は， 
N N( , | , ) ( . )
cw c
i i i i  12 12 1 2 6 37E Er r r  
この協働は二人の各分業 1単位と協業 1単位から成るため，A , A1 2の協働による処理
結果を wir とすると， w dw cwi i i r r r となる．そしてA , A1 2の評価値はそれぞれ以下の
ようになる． 
1* 1 1 2* 2 2
N N( | ), ( | )
w w

































( )( )q q q q q q
c x c x y r
c x c x y r
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1 1 2 2 12
1 1 1 1 1 1
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適応的基盤｣『心理学研究』第 76 巻第 5 号， p436-444 
三隅一人(2013)｢一般化された互酬性と連帯-関係基盤論の枠組みから-｣『比較社会文
化』第 20 号 pp77-86 
森 博(1993)『新社会学辞典(森岡清美･塩原 勉･本間康平代表編集)』有斐閣 
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を制御するために作動するシステムである．即ち，A が B に利益を供与し，B はそれに






































を制御するために作動するシステムである．即ち，A が B に利益を供与し，B はそれに
                                                  
1 この行為には交換に先行するはずの交渉と条件の合意がないという理由から，それを｢相互贈与｣と呼び，交換と区別す
る主張もある(高木 1981)． 
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返礼した場合，互酬システムは A の利益になるように B に返礼させ，両者の互恵関係
を継続させる．しかし返礼しないときは罰を与え，A との関係を途絶えさせる．この
制裁によって互酬システムでは，個々人の行為が短期的な愛他主義と長期的な利己心



























                                                  
2 自我(行為主体)が他者(行為客体)に指向する行為，即ち“対他的”行為(富永 1997 p9)． 
3 内面的な裁可行使システムが存在するなら，その行為を絶えず外部から監視する必要がなく，効率的な統制手段として
機能する(コールマン 2004 p460-461)． 
兵庫県立大学政策科学研究叢書Ｂ-６
96





このとき，お返しの期待値はPG，損失の期待値は ( )P L1 である．したがってある行








P LPG P L P G






















に 0.5P  ，つまり信頼がある場合でなければ，相手に資源を提供することはない．こ






















このとき，お返しの期待値はPG，損失の期待値は ( )P L1 である．したがってある行








P LPG P L P G






















に 0.5P  ，つまり信頼がある場合でなければ，相手に資源を提供することはない．こ










                                                  
4 囚人のジレンマや社会的ジレンマのように，協力し合えば上手くいく可能性はあるが，相手に裏切られるとひどい目に
合う可能性もある場面． 
































                                                  
5 単なる実験課題としてではなく，対人関係や国際関係に擬えて被験者に教示する方法も採られている．対人関係や国際
関係とのアナロジーで状況を理解する場合，相手の存在を無視することはできず，課題状況は相手との交換関係としての
側面が強く意識される(森 2006 p22-23)． 
6 進化心理学では，人間の脳には社会的ジレンマの解決を専門にしている認知モジュールが存在するという主張がある













































































                                                  
7 規範の作動範囲を特定グループに限定する｢時間預託制度＊｣や，同じく流通を特定の地域に限定する｢地域通貨｣(福重




































衡せず，労働者の立場は弱くなる(富永 1977 ｐ194-195)． 





































ように生活者の間では“交換エンタイトルメント”(第 6 章第 4 節)に格差がある．利





































ように生活者の間では“交換エンタイトルメント”(第 6 章第 4 節)に格差がある．利
                                                  
10 行跡が悪いとされる藩主を家老らの合議による決定により，強制的に監禁(押込)する行為． 
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第 8章  生活行動と資源環境1 



























                                                  




















によって，望ましい居住環境の形成に努めている(Brown et al 1970)． 



















用されてきたが，国民の実感との乖離が度々指摘され(関根 1993)，平成 11 年度版を
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用されてきたが，国民の実感との乖離が度々指摘され(関根 1993)，平成 11 年度版を




















































S E AU ( ) C ( ) C ( ) ( . )i i ir r r  8 1  
さらに資源 irのアクセス費用を，交通 TC ( )ir ，流通 DC ( )ir ，通信 MC ( )ir に分けると， 



































S E AU ( ) C ( ) C ( ) ( . )i i ir r r  8 1  
さらに資源 irのアクセス費用を，交通 TC ( )ir ，流通 DC ( )ir ，通信 MC ( )ir に分けると， 



















ここで社会的資源ベクトルを SR ， ある生活者の潜在的需要資源ベクトルを PR ， 社
会的資源から当該主体の潜在的需要資源を特定する対角行列をPとし，以下のように
表す． 















rr                        

    










q qq q q
pp




                                  

     

R PR  
この PR の成分 p ( 1,2, , )i i qr   が様々な居住条件を構成し，それが統合して居住環境を
形成する．居住環境行列を EL ，その第 k 居住条件ベクトルを E ( , , , )k k r 1 2 L ， PR


















               

   
L
L
L G  
このとき EkL は式(8.2)で表される．回答者が居住条件として評価するのは，このベク
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tL とし，それをW に変換する関数を ( )  とすると， 
1 2
C C,W ( , ) (8.4)   L L L  
同期間内に第 i居住条件を利用するために投入された保有資源の総量を HR i ，その結果






H H E E H
0 1W A R L , (8.5)



















                                                  
5 効果の総量を何で測るかは難しい問題であるが，主観を重視する本稿はつぎのように考える．生活状況の改善効果の総
量は，評価対象期間に実践された生活行動の認知的満足度と密接に関わる．そこで当該満足度を評価者に例えば 5 段階｢不
満，やや不満，どちらとも言えない，やや満足，満足｣で回答させ，各々に得点｢-2， -1， 0， 1， 3｣を付与して点数化する．こ
の満足水準が改善効果の総量を表わす． 
6 
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5 効果の総量を何で測るかは難しい問題であるが，主観を重視する本稿はつぎのように考える．生活状況の改善効果の総
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の満足水準が改善効果の総量を表わす． 
6 
H ER , L ,Wi i iの直接的な測定は難しいが，後述のように人に感覚を生起させる刺激量として把握できると考える． 












に投入した保有資源を HR とすれば，上記の議論から， HW / R は住みやすさの水準を表
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log(W / R ) log B log A log(L / R )
log B log A log(L / R ) C log(L / R ) (8.10)
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している．操作的には意識調査の回答者ごとに“住みやすさ” Hlog(W / R )と“各居
住条件の満足評価” E Hlog(L / R )i i を聞きだし，前者を被説明変数，後者を説明変数とす
る回帰分析を行えばパラメータ i を推定できる．表 8.1 は兵庫県内の 4 つの小都市の 
 
                                                  

















回帰係数 標準誤差 ｔ値(608) p値
定数項 0.812 0.056 14.577 0.0000
都市サービス 0.345 0.029 12.023 0.0000
コミュニティ環境 0.319 0.028 11.194 0.0000
大都市アクセス 0.111 0.030 3.748 0.0002
居住インフラ 0.150 0.031 4.925 0.0000
住環境 0.283 0.030 9.514 0.0000
赤穂市ダミー 0.268 0.083 3.217 0.0014
小野市ダミー 0.096 0.084 1.136 0.2562
龍野市ダミー 0.217 0.084 2.590 0.0098
調整済R＾2 標準誤差 F値(8,608) p値





回帰係数 標準誤差 ｔ値(608) p値
定数項 0.161 0.070 2.313 0.0210
都市サービス 0.298 0.035 8.395 0.0000
コミュニティ環境 0.219 0.035 6.204 0.0000
大都市アクセス 0.078 0.037 2.125 0.0340
居住インフラ 0.093 0.038 2.469 0.0138
住環境 0.313 0.037 8.442 0.0000
赤穂市ダミー 0.101 0.104 0.971 0.3318
小野市ダミー 0.075 0.105 0.714 0.4753
龍野市ダミー 0.140 0.105 1.336 0.1819
調整済R＾2 標準誤差 F値(8,605) p値
















                                                  
8 ｢満足，やや満足，どちらとも言えない，やや不満，不満｣の回答にそれぞれ｢2， 1， 0， -1， -2｣を与えた． 
回 ｔ (608) p値
定数項 0.812 0.056 14.577 0.0000
都市サービス 0.345 0.029 12.023 0.0000
コミュニティ環境 0.319 0.028 11.194 0.0000
大都市アクセス 0.111 0.030 3.748 0.0002
居住インフラ 0.150 0.031 4.925 0.0000
住環境 0.283 0.030 9.514 0.0000
赤穂市ダミー 0.268 0.083 3.217 0.0014
小野市ダミー 0.096 0.084 1.136 0.2562
龍野市ダミー 0.217 0.084 2.590 0.0098
調整済R＾2 標準誤差 F値(8,608) p値




回帰係数 標準誤差 ｔ値(605) p値
定数項 0.161 0.070 2.313 0.0210
都市サービス 0.298 0.035 8.395 0.0000
コミュニティ環境 0.219 0.035 6.204 0.0000
大都市アクセス 0.078 0.037 2.125 0.0340
居住インフラ 0.09 . 8 2.469 0. 138
住環境 0.313 .037 8.442 0.0000
赤穂市ダミ 0.101 . 4 .971 0.3318
小野市ダミ 0.075 . 0.714 0.4753
龍野市ダミー 0.140 0.105 1.336 0.1819
調整済R＾ 標準誤差 F値(8,605) p値










回帰係数 標準誤差 ｔ値(608) p値
定数項 0.812 0.056 14.577 0.0000
都市サービス 0.345 0.029 12.023 0.0000
コミュニティ環境 0.319 0.028 11.194 0.0000
大都市アクセス 0.111 0.030 3.748 0.0002
居住インフラ 0.150 0.031 4.925 0.0000
住環境 0.283 0.030 9.514 0.0000
赤穂市ダミー 0.268 0.083 3.217 0.0014
小野市ダミー 0.096 0.084 1.136 0.2562
龍野市ダミー 0.217 0.084 2.590 0.0098
調整済R＾2 標準誤差 F値(8,608) p値





回帰係数 標準誤差 ｔ値(608) p値
定数項 0.161 0.070 2.313 0.0210
都市サービス 0.298 0.035 8.395 0.0000
コミュニティ環境 0.219 0.035 6.204 0.0000
大都市アクセス 0.078 0.037 2.125 0.0340
居住インフラ 0.093 0.038 2.469 0.0138
住環境 0.313 0.037 8.442 0.0000
赤穂市ダミー 0.101 0.104 0.971 0.3318
小野市ダミー 0.075 0.105 0.714 0.4753
龍野市ダミー 0.140 0.105 1.336 0.1819
調整済R＾2 標準誤差 F値(8,605) p値
















                                                  
8 ｢満足，やや満足，どちらとも言えない，やや不満，不満｣の回答にそれぞれ｢2， 1， 0， -1， -2｣を与えた． 





































(73.7%)，｢24 時間いつでも買物ができる｣(66.8%)が 1 位と 2 位を占め，｢実店舗よりも安く買える｣(61.7%)を上回って
いる．アクセス費用の低減が重視されていることが分かる． 
回 ｔ (608) p値
定数項 0.812 0.056 14.577 0.0000
都市サービス 0.345 0.029 12.023 0.0000
コミュニティ環境 0.319 0.028 11.194 0.0000
大都市アクセス 0.111 0.030 3.748 0.0002
居住インフラ 0.150 0.031 4.925 0.0000
住環境 0.283 0.030 9.514 0.0000
赤穂市ダミー 0.268 0.083 3.217 0.0014
小野市ダミー 0.096 0.084 1.136 0.2562
龍野市ダミー 0.217 0.084 2.590 0.0098
調整済R＾2 標準誤差 F値(8,608) p値




回帰係数 標準誤差 ｔ値(605) p値
定数項 0.161 0.070 2.313 0.0210
都市サービス 0.298 0.035 8.395 0.0000
コミュニティ環境 0.219 0.035 6.204 0.0000
大都市アクセス 0.078 0.037 2.125 0.0340
居住インフラ 0.09 . 8 2.469 0. 138
住環境 0.313 .037 8.442 0.0000
赤穂市ダミ 0.101 . 4 .971 0.3318
小野市ダミ 0.075 . 0.714 0.4753
龍野市ダミー 0.140 0.105 1.336 0.1819
調整済R＾ 標準誤差 F値(8,605) p値






































































































































的資源の比重が大きい社会である．潜在的需要資源を巡る任意の ,i j 地域間の依存関






































的資源の比重が大きい社会である．潜在的需要資源を巡る任意の ,i j 地域間の依存関
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